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三笠市地域と調和した太陽光発電施設の適正な設置及び 

管理等条例（素案） 

 

 

 （目的） 

第 1条　この条例は、地域との調和を図るため、太陽光発電施設の設置及び管理等につい

て必要な事項を定めることにより、市民の安全で安心な生活環境の確保及び良好な自然

環境の保全に寄与することを目的とする。

 【解説】 

　条例を制定することにより、地域住民等と事業者間のトラブルを抑制し、地域との調和

を図るとともに、太陽光発電施設の設置及び管理等について必要な事項を定め、市民の安

全で安心な生活環境の確保及び良好な自然環境の保全に寄与することを目的としていま

す。 

 （定義） 

第 2条　この条例で規定する主な用語の意味は、次のとおりとする。 

 項目 内容

 (1)　太陽光発電施設 太陽光を電気に変換するための設備及びその附属設備をいい、

発電出力が 10 キロワット以上の発電施設（同一又は共同の関係

にあると認められる事業者が、同時期若しくは近接した時期又

は近接した場所に設置する太陽光発電施設の合算した発電出力

が 10 キロワット以上となる場合を含む。）をいう。

 (2)　太陽光発電事業 太陽光発電施設を設置し、これを利用して発電を行う事業であ

って、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2条第 1号に規

定する建築物又はこれに附属する構築物の屋根、壁面若しくは

屋上に設置して行うもの以外のものをいう。

 (3)　事業区域 太陽光発電事業の用に供する土地の区域をいう。

 (4)　事業者 太陽光発電事業を計画する者又はこれを実施する者をいう。

 (5)　近隣 発電出力が 50 キロワット未満の場合は事業区域の境界から 100

メートル以内の範囲をいい、発電出力が 50キロワット以上の場

合は事業区域の境界から 300 メートル以内の範囲をいう。

 (6)　周辺関係者 太陽光発電事業に伴って生活環境に一定の影響を受けると認め

られる次に掲げるものをいう。 

ア　事業区域の近隣に居住している者 
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 【解説】 

本条例で用いる用語の意義を定めています。 

◆太陽光発電施設 

　　太陽光発電施設とは、太陽光を電気変換する施設（太陽電池モジュール、架台等）及

び附属施設（パワーコンディショナや接続箱等）とします。 

◆太陽光発電事業 

　　太陽光発電事業とは、太陽光発電施設を設置し、これを利用して発電を行う事業をい

います。 

　　ただし、建築物の屋根、壁面若しくは屋上に設置するものは、本条例の適用除外とし

ます。 

◆事業区域 

　　事業区域とは、太陽光発電施設を設置するうえで必要となる土地の区域をいいます。 

◆事業者 

　　事業者とは、太陽光発電事業を行う者又はこれを計画する者をいいます。 

◆近隣 

　　近隣とは、発電出力に応じた事業区域の境界からの一定程度の範囲をいいます。 

◆周辺関係者 

　　周辺関係者とは、近隣における居住者、土地・家屋の所有者、使用者又は占有者、町

内会及び法人等を指します。 

◆土地所有者等 

　　土地所有者等とは、事業区域内の土地若しくは家屋の所有者、使用者又は占有者を指

します。 

 （市の責務） 

第 3条　市は、この条例の適正かつ円滑な運用が図られるよう必要な措置を行うものとす

る。

 【解説】 

　市の責務を規定しています。 

 

 イ　事業区域の近隣の土地若しくは家屋の所有者、使用者又は

占有者 

ウ　事業区域を活動範囲とする町内会及び法人等団体

 (7)　土地所有者等 事業区域内の土地若しくは家屋の所有者、使用者又は占有者を

いう。
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 （事業者の責務） 

第 4条　事業者は、太陽光発電事業の実施に当たり、関係法令（関係行政機関が策定する

指導要綱、ガイドライン等を含む。以下同じ。）並びにこの条例及び規則で定める事項

を遵守するほか、事業区域及びその周辺地域の安全で安心な生活環境の確保及び良好な

自然環境の保全に十分配慮するとともに、事故、災害、公害（以下「事故等」とい

う。）の防止及び周辺関係者との良好な関係の構築に努めなければならない。

 【解説】 

　事業者の責務を規定しています。 

◆法令遵守 

　　事業者は、太陽光発電設備の設置に係る関係法令（再生可能エネルギー特別措置法、

電気事業法など）及び資源エネルギー庁等の太陽光発電関連のガイドライン、この条例

や規則を遵守する必要があります。 

◆周辺関係者との良好な関係 

　　事業者は、周辺関係者が不安を抱かないよう、事業内容等について十分な説明と理解

を求めるなど、良好な関係を保つよう努めなければなりません。 

 （土地所有者等の責務） 

第 5条　土地所有者等は、太陽光発電事業により生活環境への被害等、自然環境を損なう

行為又は事故等が発生することのないよう、事業区域に係る土地等を適正に管理しなけ

ればならない。

 【解説】 

　土地所有者等の責務を規定しています。 

　事業者だけでなく、土地所有者等も生活環境や自然環境が保全されるよう土地等を適正

に管理しなければなりません。 

 （市民の責務） 

第 6条　市民は、市の施策並びにこの条例及び規則に定める手続きの実施に協力するよう

努めなければならない。

 【解説】 

　市民の責務を規定しています。 

 （禁止区域） 

第 7条　市長は、市民の安全で安心な生活環境の確保及び良好な自然環境の保全のため、

次に掲げる区域を太陽光発電施設の設置を禁止する区域（以下「禁止区域」という。）

として指定する。
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 (1)　地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 3条第 1項の地すべり防止区域 

(2)　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）第 3条第 1

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(3)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律

第 57号）第 7条第 1項の土砂災害警戒区域及び第 9条第 1項の土砂災害特別警戒区域 

(4)　農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号。以下「農振法」とい

う。）第 6 条第 1 項の農業振興地域の区域内にある農用地。ただし、営農型太陽光発電

設備については、この限りではない。 

(5)　森林法（昭和 26年法律第 249 号）第 25 条第 1項の保安林 

(6)　河川法（昭和 39年法律第167号）第 6条第 1項の河川区域及び第 54条第 1項の河川

保全区域 

(7)　文化財保護法（昭和25年法律第214号）第 92条第 1項の埋蔵文化財を包蔵する土地 

(8)　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号）第

28 条第 1項の鳥獣保護区及び第 29 条第 1項の特別保護地区 

(9)　三笠市文化財保護条例(昭和 44年条例第29号)第 4条第 1項の規定により指定された

市指定有形文化財であって建造物を包蔵する土地及び第 30 条第 1 項の規定により指定

された市指定史跡名勝天然記念物を包蔵する土地

 【解説】 

　太陽光発電施設を設置できない区域を規定しています。 

　　・地すべり防止区域（地すべり防止法） 

　　・急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律） 

　　・土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律） 

　　・農業振興地域区域内の農用地（農業振興地域の整備に関する法律）。ただし、営農

型太陽光発電設備はこの限りではない。 

　　・保安林（森林法） 

　　・河川区域及び河川保全区域（河川法） 

　　・埋蔵文化財を包蔵する土地（文化財保護法） 

　　・鳥獣保護区及び特別保護地区（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法

律） 

　　・市指定有形文化財であって建造物又は市指定史跡名勝天然記念物を包蔵する土地

（三笠市文化財保護条例） 

 （抑制区域） 

第 8条　市長は、市民の安全で安心な生活環境の確保及び良好な自然環境の保全のため、
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 次に掲げる区域のうち必要があると認めるものを太陽光発電施設の設置を抑制する区域

（以下「抑制区域」という。）として指定し、事業区域に含まないよう事業者に協力を

求めることができる。 

(1)　都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項のうち各住居専用地域、各住居

地域及び各商業地域 

(2)　事業区域の近隣に公園、学校、病院、福祉施設、保育所及び住宅その他公共施設が

設置されている又は設置が計画されている区域 

(3)　農振法第 6 条第 1 項の農業振興地域の区域内にある農用地以外の区域。ただし、営

農型太陽光発電設備については、この限りではない。 

(4)　その他太陽光発電施設を設置することが適当でないと市長が判断する区域 

2　事業者は、前項の抑制区域を事業区域に含まないよう十分配慮しなければならない。

 【解説】 

　事業者に対して、太陽光発電施設の設置について配慮が必要とされる区域を規定してい

ます。 

　　・都市計画法に基づく各住居専用地域、各住居地域及び各商業地域 

　　・近隣に公園、学校、病院、福祉施設等が設置されている又は設置が計画されている

区域 

　　・農業振興地域区域内の農用地以外の区域（農業振興地域の整備に関する法律）。た

だし、営農型太陽光発電設備はこの限りではない。 

　　・その他市長が判断する区域 

 （事前協議） 

第 9 条　事業者は、規則で定めるところにより、太陽光発電事業の計画（以下「事業計

画」という。）について市長と協議しなければならない。 

2　市長は、前項の協議があったときは、事業者に対し、必要な指導又は助言をすること

ができる。

 【解説】 

　事業者は、太陽光発電事業を行おうとするときは、当該事業について事前に協議を行う

必要があります。 

　なお、規則で提出する書類の様式や添付する書類を定めています。 

 （同意） 

第 10 条　事業者は、太陽光発電事業を行うに当たり、事業区域の周辺関係者から同意を

得なければならない。 

2　事業者は、前項の同意を得たときは、当該同意を証する書類を第 12 条の実施の協議の
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 　際に市長に提出しなければならない。

 【解説】 

　事業者は、事業を行うにあたり周辺関係者等から同意を得るよう規定しています。 

 （周辺関係者への説明） 

第 11 条　事業者は、事業計画の同意を得るため、規則で定めるところにより、周辺関係

者に対し、説明会、勉強会又は意見交換会など（以下「説明会等」という。）を開催し

なければならない。 

2　前項の説明会等を開催するに当たっては、事業者は、事業計画の内容について周辺関

係者の理解を得るよう努めるものとする。 

3　事業者は、周辺関係者から出された質問、意見及び要望に対しては、丁寧かつ誠意を

持って対応するものとし、周辺関係者から更に説明を求められた場合は再度説明会等を

開催しなければならない。 

4　事業者は、周辺関係者に対する説明会等の概要及び周辺関係者から出された質問、意

見及び要望について、報告書を作成し市長に報告しなければならない。 

5　市長は、前項の報告後に更に説明会等の開催が必要と認める場合には、事業者に対し

再度説明会等を開催するよう命じることができる。この場合においては、前各項の規定

を準用する。

 【解説】 

　事業者は、説明会等を開催する必要があります。また、説明会等での内容についても市

に報告する必要があります。 

　説明会等とは、説明会の他、勉強会や意見交換会等の形式によるものも同様と考えま

す。 

　事業者は、周辺関係者から出された質問等に対して誠意をもって対応するよう規定して

いるほか、市長は事業者からの報告後に、再度説明会等の開催が必要と判断した場合は、

更に説明会等を開催するよう命じることができることを規定しています。 

 （実施の協議） 

第 12 条　事業者は、太陽光発電事業に着手しようとする日の 60 日前までに、規則で定め

るところにより、市長と太陽光発電事業の実施の協議をしなければならない。 

2　事業者は、前項の協議の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、規則で定める

ところにより、市長に申請し、当該変更に伴う事項を協議しなければならない。ただ

し、規則で定める軽微な変更については、この限りではない。

 【解説】 

　事業者は、周辺関係者への説明会等開催後、規則で定めている参加者名簿、議事録、同
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 意書等を、実施の協議をするに当たって市に提出する必要があります。 

　また、事業者の変更など協議の内容に変更が生じた場合には、周辺関係者への説明会等

を開催する必要があります。 

なお、規則で提出する書類の様式や添付する書類を定めています。 

 （協議終了の通知） 

第 13 条　市長は、前条の規定による協議が終了したときは、規則で定めるところによ

り、事業者に通知をするものとする。

 【解説】 

　市は、事業者との協議が終了したときは、事業者に対して、協議が終了した旨を通知す

ることを規定しています。 

 （太陽光発電事業の許可） 

第 14 条　前条の規定により協議終了の通知を受けた事業者は、事業計画について、あら

かじめ、規則で定めるところにより、市長に申請し、許可を受けなければならない。 

2　前項の事業計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。 

(1)　事業者の氏名及び住所 

(2)　事業区域の所在地及び面積 

(3)　工事施工者の氏名及び住所 

(4)　設置工事の完了時における土地の形状 

(5)　太陽光発電施設を設置する位置 

(6)　設置する太陽光発電施設の構造 

(7)　設置工事の期間及び工程 

(8)　設置する太陽光発電施設の発電出力 

(9)　太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための措置 

(10) 排水施設その他土砂等の流出及び崩壊を防止する施設の計画 

(11) 前 2 号に掲げるもののほか、事故等による被害を防止するための措置 

(12) 植生の保全のための方策 

(13) 設置工事の実施に必要となる関係法令に基づく許認可等の取得及び届出に関する計

画 

(14) 設置工事の完了後における太陽光発電施設及び事業区域の維持管理に関する計画 

(15) 太陽光発電施設の廃止後における当該太陽光発電施設の解体及び撤去並びにこれに

伴い発生する廃棄物の処理並びにこれらに要する費用の積立てに関する計画 

(16) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

3　市長は、第 1項の規定による申請があったときは、規則で定めるところにより、その
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 旨を公表するものとする。 

4　事業者は、第 1項の規定による許可（以下「設置許可」という。）を受けた後に太陽

光発電事業に着手をするものとする。

 【解説】 

　事業者は、市との協議が終了後、事業計画を市に申請し許可を受けなければいけませ

ん。 

　「事業者の氏名」「事業区域の所在地」「植生の保全のための方策」「廃棄等費用の積

立計画」など提出する事業計画の内容について規定しています。そして、市はその事業計

画を公表することを規定しています。 

 （許可の基準等） 

第 15 条　市長は、設置許可の申請があった場合は、当該申請に係る事業計画が次の各号

のいずれにも該当すると認めるときでなければ、設置許可をしてはならない。 

(1)　太陽光発電事業の着手に先立って関係法令に基づく許認可等を必要とする場合は、

当該許認可等を受けていること。 

(2)　太陽光発電事業の着手に先立って関係法令に基づく届出を必要とする場合は、当該

届出を行っていること。 

(3)　太陽光の反射、騒音等による生活環境に対する被害を防止するための措置その他周

辺関係者の生活環境を保全するための措置が規則で定める基準に適合していること。 

(4)　道路、河川、水路その他の公共施設の構造、管理等に支障をきたすおそれがないも

のとして規則で定める基準に適合していること。 

(5)　雨水排水施設等が規則で定める基準に適合していること。 

(6)　自然環境の保全に関する措置が規則で定める基準に適合していること。 

(7)　設置する太陽光発電施設が電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）、再生可能エネル

ギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成23年法律第108号）その他の関係法令

の基準に適合していること。 

(8)　不正な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がないこと。 

2　市長は、設置許可の申請をした事業者（第 3 号にあっては、当該事業者又は当該事業

者による太陽光発電事業に係る工事施工者）が次のいずれかに該当するときは、設置許

可をしないことができる。 

(1)　第 11 条第 1 項に規定する説明会等及び周辺関係者からの質問等に対する回答を適切

に行っていないとき。 

(2)　第 20 条の規定により、設置許可を取り消された日から起算して 2年を経過しないと

き。 

(3)　三笠市暴力団排除条例（平成25年条例第26号）第2条第 1号に規定する暴力団、同
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 条第 2号に規定する暴力団員又は同条第 3号に規定する暴力団員等と認められるとき。 

3　市長は、必要があると認めるときは、設置許可に条件を付すことができる。 

4　市長は、設置許可をしたとき又はしないときは、規則で定めるところにより、その旨

を公表するものとする。

 【解説】 

　市が設置を許可する又は許可しない場合の基準を明記しており、許可するときに条件を

付すことができることを規定しています。そして、許可したとき又は許可しないときも公

表することを規定しています。 

 （変更の許可） 

第 16 条　設置許可を受けた事業者（以下「許可事業者」という。）は、当該設置許可に

係る事業計画の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところによ

り、市長に申請し、許可を受けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更に

ついては、この限りではない。 

2　第 9条から第 11 条まで及び前条の規定は、前項の許可（以下「変更許可」という。）

について準用する。 

3　許可事業者は、第 1 項ただし書の変更をしようとするときは、規則で定めるところに

より、その旨を市長に届け出なければならない。

 【解説】 

　事業者が事業計画の内容を変更しようとするときは、許可の申請を受けるときと同様

に、事前協議、周辺関係者への説明、実施の協議を行うことを規定しています。 

　ただし、規則で定める軽微な変更については、それらの手続きを行わないことがあるこ

とを規定しています。 

 （標識の掲示） 

第 17 条　許可事業者は、事業計画の概要を周辺関係者に周知するため、規則で定めると

ころにより、事業区域内の道路等に面した見やすい場所に標識を掲示しなければならな

い。 

2　前項の標識の内容に変更が生じた場合には、速やかに変更後の標識を掲示しなければ

ならない。

 【解説】 

事業者は、事業計画の概要等を記載した標識を掲示し周知する必要があります。 

なお、規則で標識に記載すべき事項等を定めています。 
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 （工事着手等の届出） 

第 18 条　許可事業者は、太陽光発電事業に係る設置工事に着手しようとするときは、規

則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。設置工事を中止、

再開するときも同様とする。

 【解説】 

　事業者は、設置工事を着工する旨を市に届け出ることを規定します。また、中止、再開

するときも届け出る必要があります。 

 （工事完了等の届出） 

第 19 条　許可事業者は、太陽光発電事業に係る設置工事が完了したときは、規則で定め

るところにより、その旨を市長に届け出なければならない。

 【解説】 

　事業者は、設置工事が完了した旨を市に届け出ることを規定します。 

 （協議終了の通知等の取消し） 

第 20 条　市長は、第 13 条の協議終了の通知を受けた事業者又は許可事業者が次の各号の

いずれかに該当するときは、当該通知又は設置許可若しくは変更許可を取り消すことが

できる。 

(1)　虚偽その他不正な手段により協議終了の通知又は設置許可若しくは変更許可を受け

たとき。 

(2)　設置許可又は変更許可に付した条件に違反したとき、又はこれに従わないで太陽光

発電事業を実施したとき。 

(3)　協議終了の通知を受けた日から起算して 1年を経過した日までに第 14 条第 1 項の許

可申請を行わなかったとき、又は設置許可若しくは変更許可を受けた日（第15条第3項

の規定により設置事業の着手日について条件を付したときは、市長が別に定める日。）

から起算して 1年を経過した日までに設置工事に着手しなかったとき。 

(4)　設置許可又は変更許可を受け、設置工事に着手した日後 1 年を超える期間引き続き

工事を行っていないとき。

 【解説】 

　協議終了の通知後又は設置許可後若しくは変更許可後に、虚偽、不正や違反があったこ

とが判明した場合など、市は事業者に対して通知等を取消すことができるよう規定してい

ます。 

 （維持管理） 

第 21 条　事業者は、太陽光発電事業を実施する間、市民の安全で安心な生活環境の確保
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 及び良好な自然環境の保全並びに事故等の防止に支障が生じないよう、太陽光発電施設

及び事業区域内を常時安全かつ良好な状態となるよう維持管理しなければならない。 

2　事業者は、太陽光発電施設において事故等が発生したときは、速やかに規則で定める

ところにより市長に報告するものとする

 【解説】 

　事業者は、太陽光発電施設を廃止するまでの間、市民の安全で安心な生活環境の確保及

び良好な自然環境へ影響が出ないよう、常時安全管理や良好な状態となるよう適正な維持

管理をしなければなりません。 

　また、事故等が発生したときは、市に報告することとしています。 

 （廃止の届出等） 

第 22 条　許可事業者は、太陽光発電施設を廃止しようとするときは、廃止しようとする

日の 30 日前までに規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

2　許可事業者は、太陽光発電施設を廃止しようとするときは、速やかに原状復帰に努め

るなど、責任をもって適切な措置を講じなければならない。 

3　許可事業者は、事業計画に定めた廃止後において行う措置を適切に行うとともに、太

陽光発電施設の廃止が完了したときは、その完了の日から起算して 30 日以内に、規則

で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。

 【解説】 

　許可事業者は、太陽光発電施設を廃止しようとする日の 30 日前までに、市に関係書類

を提出する必要があります。 

　廃棄しようとするときは、規則で定めている廃棄物の処理及び清掃に関する法律等のほ

か、環境省が定めるガイドライン、その他関係法令に基づき、速やかに解体、撤去及び廃

棄の適正な措置を講じなければなりません。なお、廃止が完了した場合は市に届出する必

要があります。 

 （報告の徴取等） 

第 23 条　市長は、この条例を施行するため必要があるときは、事業者に対し、報告又は

資料の提出を求めることができる。

 【解説】 

　市は、太陽光発電施設の設置工事、維持管理、施設の廃止等において、設備等の状況な

どを確認する必要が生じたときは、事業者に対して報告又は資料の提出を求めることがで

きることとしています。 
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 （立入調査等） 

第 24 条　市長は、この条例を施行するため必要があるときは、職員に対し事業者の事務

所、事業所又は事業区域に立ち入り、必要な調査をさせ、又は関係者に質問させること

ができる。 

2　前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

3　第 1 項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のため認められたものと解釈しては

ならない。

 【解説】 

　市は、この条例を施行するために必要がある場合、市職員に事業者の事務所等、施設に

立ち入り、設備、書類など調査し、質問できることとしています。 

　また、立入調査を行う市職員は、身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示することと

しています。 

 （指導、助言及び勧告） 

第 25 条　市長は、必要があると認めるときは、事業者又は工事施工者に対し、必要な措

置を講ずるよう指導又は助言を行うことができる。 

2　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、事業者又は工事施工者に対し、期限

を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

(1)　第 13 条の規定による協議終了の通知又は設置許可若しくは変更許可を受ける前に設

置工事に着手したとき。 

(2)　設置許可又は変更許可の内容に適合しない設置工事を行ったとき。 

(3)　第 21 条第 1 項の規定による適正な維持管理を怠り、事業区域外に被害を与えたとき

又は被害を与えるおそれがあるとき。 

(4)　第 23 条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは

資料の提出をし、又は前条第 1 項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避

し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

(5)　前項の指導又は助言に正当な理由なく従わなかったとき。

 【解説】 

　市は、事業者又は工事施工者に対し、この条例等に基づき適正に対応するよう指導、助

言を行うこととしています。また、期限を定めて必要な措置を講じるよう勧告することが

できることとしています。 

 （公表） 

第 26 条　市長は、前条第 2項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由なく勧告
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 に従わない場合は、当該事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名

称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに当該勧告の内容を公表するこ

とができる。 

2　市長は、前項の規定による公表を行う場合は、あらかじめ、事業者に対し、その理由

を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。

 【解説】 

　市は、勧告を受けた事業者が、正当な理由なく勧告に従わない場合は、当該事業者の氏

名等を公表することができることとしています。 

 （国又は道への通知） 

第 27 条　市長は、前条第 1 項の規定による公表を行った場合は、当該公表の内容及び公

表の事実を国又は北海道に通知するものとする。

 【解説】 

　市は、国や北海道と情報を共有するため、公表した内容を通知することとしています。 

 （地位の承継） 

第 28 条　事業者から事業の譲渡、相続又は分割等によりその地位の承継をした者は、規

則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

2　前項の規定により地位を承継した者は、関係法令並びにこの条例及び規則を遵守しな

ければならない。

 【解説】 

　事業者から事業の譲渡等により太陽光発電事業を承継した者は、事業者として届け出な

ければなりません。また、地位を承継した者は、関係法令並びにこの条例を遵守すること

を規定しています。 

 （事業者の所在が不明である場合等） 

第 29 条　事業者の所在が不明である場合、又は事業者の組織の解散等に伴ってその地位

を承継する者がない場合においては、当該事業区域の土地の所有者、使用者又は占有者

を事業者とみなして、第 21 条、第 23 条から第 27 条まで及び次条の規定を適用する。

 【解説】 

　事業者が所在不明となった場合には、当該土地所有者等を事業者とみなし、この条例を

適用します。みなし事業者となった土地所有者等は、太陽光発電施設等を適正に管理する

必要があります。 
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 （罰則） 

第 30 条　次に掲げる事業者は、5万円以下の過料に処するものとする。 

(1)　設置許可又は変更許可を受けないで太陽光発電施設を設置した事業者 

(2)　設置許可又は変更許可の内容に適合しない設置工事を行った事業者 

(3)　適正な維持管理を怠り、事業区域外に被害を与えた事業者 

(4)　虚偽の申請及び届出を行った事業者 

(5)　正当な理由がなく第 23条の報告又は資料の提出を拒んだ事業者 

(6)　正当な理由がなく第 24条の立入検査又は質問を拒んだ事業者

 【解説】 

　事業者に違反行為があった場合には、過料を科すことを規定しています。 

 （委任） 

第 31 条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。

 【解説】 

　この条例の施行にあたり、条例において具体の定めがないものについて、適正に条例が

運用できるよう、規則で手続等を定めることを規定しています。 

 附　則 

（施行期日） 

第 1条　この条例は、令和　年　月　日から施行する。 

（経過措置） 

第 2 条　この条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に第 9

条第 1項に規定する事前協議を開始する事業者について適用する。 

2　前項の規定にかかわらず、第 17 条、第 21 条から第 28 条までの規定は、太陽光発電施

設を設置し、又は太陽光発電施設の設置工事に着手した時期にかかわらず、全ての事業

者について適用する。ただし、第 22 条の規定は、施行日から起算して 30 日以内に太陽

光発電施設を廃止しようとする場合については、この限りではない。 

3　この条例の施行の際、現に設置又は設置工事に着手している太陽光発電施設の増設若

しくは更新することにより当該太陽光発電施設が第 2条第 1号に該当することとなると

きは、第 1項の規定にかかわらず、この条例の規定を適用する。

 【解説】 

　既に設置済みの太陽光発電施設については、第 17 条（標識の設置）、第 21 条（維持管

理）、第22条（廃止の届出等）、第23条（報告の徴取等）、第24条（立入調査等）、第

25 条（指導、助言及び勧告）、第 26 条（公表）、第 27 条（国又は道への通知）、第 28

条（地位の承継）を適用させます。
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